
第１２号議案 

   足立区事務手数料条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

  平成２５年２月２１日 

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生   

 

   足立区事務手数料条例の一部を改正する条例 

第１条 足立区事務手数料条例（昭和３３年足立区条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

第２条各号列記以外の部分中「申請の際」の次に「（第１６号の事

項についての事務手数料にあつては交付の際）」を加える。 

第３条第１項中「３００円」の次に「、住民基本台帳カードの交付

については１件につき２５０円」を加え、同条第２項を次のように改

める。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる事項の事務手数料は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１） 足立区住民基本台帳カードの利用に関する条例（平成２５

年足立区条例第 号）第２条第２号に規定する多機能端末機

（以下「多機能端末機」という。）を利用することによる住

民票又は戸籍の附票の謄本又は抄本の交付、印鑑登録に関す

る証明並びに区税その他諸収入金に関する証明のうち特別区

民税及び都民税に関する課税証明書及び納税証明書の交付 

１件につき１５０円 

（２） 区民一覧表の閲覧 １回につき３，０００円 

（３） 印鑑登録証の交付 １件につき５０円 

第６条中「別表第５」を「別表第６」に改める。 



 

「４５０円 「４５０円。ただし、多機 

 能端末機を利用することに

よる交付については、１件

につき２２０円とする。 

３５０円 

７５０円」 

３５０円 

７５０円」 

 

 

別表第１の２の項額の欄中 

 

 

 

に改め、同表に次のように加える。  

を

 
  

４ 社会福祉法施行規則（昭和26年

厚生省令第28号）第９条の規定に

基づき提出した現況報告書に基づ

く証明 

社会福祉法

人の理事在

任証明手数

料 

１件に

つき 

400円 証明発行

のとき 

５ 租税特別措置法（昭和32年法律

第26号）第41条の18の３、租税特

別措置法施行令（昭和32年政令第

43号）第26条の28の２及び租税特

別措置法施行規則（昭和32年大蔵

省令第15号）第19条の10の４に基

づく証明 

税控除対象

となる社会

福祉法人の

証明手数料 

１件に

つき 

400円 証明発行

のとき 

 別表第５の９５の項事務の欄中「（昭和３２年法律第２６号）」を削

り、同表９７の項事務の欄中「（昭和３２年政令第４３号）」を削る。 

 別表に次の１表を加える。



別表第６（第６条関係） 

事務 手数料の名称及び額 

低炭素建築物新築等計画認定申請手数料 

 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料の額は、次の１及び２に掲げる区分に

応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化の促進に関する法律第54条

第２項の規定に基づく申出があった場合においては、１の建築物について別表第

５の９の項に掲げる額（申請に係る計画に構造計算適合性判定を要する部分が含

まれる場合においては１の建築物について同表11の項に掲げる額の手数料を加え

た額、建築基準法第87条の２に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合におい

ては当該昇降機1基について同表19の項又は21の項に掲げる額の手数料を加えた

額）の手数料を加えた額） 

徴収

時期 

(1) 一戸建て住宅（人の居住以外の用途に供する部分を有

しないものに限る。以下同じ。） 

4,700円 

申請戸数が1戸のもの 4,700円 

1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が2戸以上5戸以下のもの 

9,400円 

認定

申請

のと

き 

ア 住戸

ごとの申

請の場合 

1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が6戸以上10戸以下のもの 

1万6,000

円 

 

 1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が11戸以上25戸以下のもの 

2万7,000

円 

 

 1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が26戸以上50戸以下のもの 

4万5,000

円 

 

都市の低

炭素化の

促進に関

する法律

（平成24

年法律第

84号）第

54条第１

項の規定

に基づく

低炭素建

築物新築

等計画の

認定の申

請に対す

る審査 

 1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が51戸以上100戸以下のもの 

8万2,000

円 

 

  1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が101戸以上200戸以下のもの 

13万

1,000円 

 

 

(2) 共

同住宅等

（共同住

宅、長屋

その他一

戸建て住

宅以外の

住宅をい

う。以下

同じ。） 

 1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が201戸以上300戸以下のもの 

17万円  

   1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が301戸以上のもの 

18万

5,000円 

 

  建築物の総戸数が1戸のも

の 

4,700円  

  

イ 1の建

築物の申

請の場合 建築物の総戸数が2戸以上

5戸以下のもの 

9,400円  

 

1 申請

に併せて

区長が指

定する者

（以下

「適合性

確認機

関」とい

う。）が

作成した

都市の低

炭素化の

促進に関

する法律

第54条第

１項各号

に掲げる

基準に適

合してい

ることを

示す書類

が提出さ

れた場合 

  建築物の総戸数が6戸以上

10戸以下のもの 

1万6,000

円 

 

    

(ア) 住戸

の部分（人

の居住の用

途に供する

部分に限

る。以下同

じ。） 建築物の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

2万7,000

円 

 

     建築物の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

4万5,000

円 

 

     建築物の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

8万2,000

円 

 

     建築物の総戸数が101戸以

上200戸以下のもの 

13万

1,000円 

 

 



 
       建築物の総戸数が201戸以

上300戸以下のもの 

17万円  

     建築物の総戸数が301戸以

上のもの 

18万

5,000円 

 

    当該部分の床面積の合計

が300平方メートル以内の

もの 

9,300円  

    当該部分の床面積の合計

が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内の

もの 

2万6,000

円 

 

    

(イ) 共用

廊下等の部

分（住宅の

用途に供す

る共用廊

下、共用階

段その他共

用部分をい

う。以下同

じ。） 

当該部分の床面積の合計

が2,000平方メートルを超

え5,000平方メートル以内

のもの 

8万円  

     当該部分の床面積の合計

が5,000平方メートルを超

え10,000平方メートル以

内のもの 

12万

6,000円 

 

     当該部分の床面積の合計

が10,000平方メートルを

超え25,000平方メートル

以内のもの 

16万円  

     当該部分の床面積の合計

が25,000平方メートルを

超えるもの 

20万円  

    当該部分の床面積の合計

が300平方メートル以内の

もの 

9,300円  

    当該部分の床面積の合計

が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内の

もの 

2万6,000

円 

 

    

(ウ) 非住

宅の部分

（住戸の部

分及び共用

廊下等の部

分以外の部

分をいう。

以下同

じ。） 

当該部分の床面積の合計

が2,000平方メートルを超

え5,000平方メートル以内

のもの 

8万円  

     当該部分の床面積の合計

が5,000平方メートルを超

え10,000平方メートル以

内のもの 

12万

6,000円 

 

     当該部分の床面積の合計

が10,000平方メートルを

超え25,000平方メートル

以内のもの 

16万円  

 



 
       当該部分の床面積の合計

が25,000平方メートルを

超えるもの 

20万円  

  建築物の延べ面積が300平方メートル以内のもの 9,300円  

  

(3) (1)

及び(2)

以外の建

築物 

建築物の延べ面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以内のもの 

2万6,000

円 

 

   建築物の延べ面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 

8万円  

   建築物の延べ面積が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 

12万

6,000円 

 

   建築物の延べ面積が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 

16万円  

   建築物の延べ面積が25,000平方メートルを超える

もの 

20万円  

 (1) 一戸建て住宅 3万5,000

円 

 

 

2 1に定

める以外

の場合 (2) 共同

住宅等 

申請戸数が1戸のもの 3万5,000

円 

 

   

ア 住戸

ごとの申

請の場合 1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が2戸以上5戸以下のもの 

6万9,000

円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が6戸以上10戸以下のもの 

9万7,000

円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が11戸以上25戸以下のもの 

13万

7,000円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が26戸以上50戸以下のもの 

19万

7,000円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が51戸以上100戸以下のもの 

28万

3,000円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が101戸以上200戸以下のもの 

38万

5,000円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が201戸以上300戸以下のもの 

50万

8,000円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が301戸以上のもの 

60万円  

   (ア) 住戸の

部分 

建築物の総戸数が1戸

のもの 

3万5,000

円 

 

   

イ  1の

建築物の

申請の場

合 

 建築物の総戸数が2戸

以上5戸以下のもの 

6万9,000

円 

 

     建築物の総戸数が6戸

以上10戸以下のもの 

9万7,000

円 

 

     建築物の総戸数が11

戸以上25戸以下のも

の 

13万

7,000円 

 

 



 
       建築物の総戸数が26

戸以上50戸以下のも

の 

19万

7,000円 

 

     建築物の総戸数が51

戸以上100戸以下のも

の 

28万

3,000円 

 

     建築物の総戸数が101

戸以上200戸以下のも

の 

38万

5,000円 

 

     建築物の総戸数が201

戸以上300戸以下のも

の 

50万

8,000円 

 

     建築物の総戸数が301

戸以上のもの 

60万円  

    (イ) 共用廊

下等の部分 

当該部分の床面積の

合計が300平方メート

ル以内のもの 

10万

9,000円 

 

     当該部分の床面積の

合計が300平方メート

ルを超え2,000平方メ

ートル以内のもの 

18万円  

     当該部分の床面積の

合計が2,000平方メー

トルを超え5,000平方

メートル以内のもの 

28万円  

     当該部分の床面積の

合計が5,000平方メー

トルを超え10,000平

方メートル以内のも

の 

35万

9,000円 

 

     当該部分の床面積の

合計が10,000平方メ

ートルを超え25,000

平方メートル以内の

もの 

42万

9,000円 

 

     当該部分の床面積の

合計が25,000平方メ

ートルを超えるもの 

50万円  

    (ウ) 非住宅

の部分 

当該部分の床面積の

合計が300平方メート

ル以内のもの 

24万

2,000円 

 

     当該部分の床面積の

合計が300平方メート

ルを超え2,000平方メ

ートル以内のもの 

38万

4,000円 

 

 



 
             当該部分の床面積の合

計が2,000平方メート

ルを超え5,000平方メ

ートル以内のもの 

54万

6,000円 

 

 

     当該部分の床面積の合

計が5,000平方メート

ルを超え10,000平方メ

ートル以内のもの 

67万円  

     当該部分の床面積の合

計が10,000平方メート

ルを超え25,000平方メ

ートル以内のもの 

78万

9,000円 

 

     当該部分の床面積の合

計が25,000平方メート

ルを超えるもの 

90万円  

  建築物の延べ面積が300平方メートル以内のも

の 

24万

2,000円 

 

  

(3) (1)及

び(2)以外

の建築物 建築物の延べ面積が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内のもの 

38万

4,000円 

 

   建築物の延べ面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 

54万

6,000円 

 

   建築物の延べ面積が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 

67万円  

   建築物の延べ面積が10,000平方メートルを超え

25,000平方メートル以内のもの 

78万

9,000円 

 

   建築物の延べ面積が25,000平方メートルを超え

るもの 

90万円 

低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料 

 低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料の額は、次の(1)及び(2)に掲げる

区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化の促進に関する法律

第55条第２項の規定において準用する第54条第２項の規定に基づく申出があった

場合においては、１の建築物について別表第５の９の項に掲げる額（申請に係る

計画に構造計算適合性判定を要する部分が含まれる場合においては１の建築物に

ついて同表11の項に掲げる額の手数料を加えた額、建築基準法第87条の２に規定

する昇降機に係る部分が含まれる場合においては当該昇降機1基について同表19の

項又は21の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額） 

 

(1) 一戸建て住宅 3,300円 

申請戸数が1戸のもの 3,300円 

1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が2戸以上5戸以下のもの 

6,600円 

都市の低

炭素化の

促進に関

する法律

第55条第

１項の規

定に基づ

く低炭素

建築物新

築等計画

の変更の

認定の申

請に対す

る審査 

 

(2) 共

同住宅等 

ア 住

戸ごと

の申請

の場合 1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が6戸以上10戸以下のもの 

1万1,000

円 

変更

認定

申請

のと

き 

 

1 申請に併

せて適合性確

認機関が作成

した都市の低

炭素化の促進

に関する法律

第54条第１項

各号に掲げる 
  1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が11戸以上25戸以下のもの 

1万9,000

円 

 

 



 
          1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が26戸以上50戸以下のもの 

3万2,000

円 

 

   1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が51戸以上100戸以下のもの 

5万8,000

円 

 

   1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が101戸以上200戸以下のもの 

9万3,000

円 

 

   1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が201戸以上300戸以下のもの 

12万

2,000円 

 

 

基準に適合し

ていることを

示す書類が提

出された場合 

  1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が301戸以上のもの 

13万

4,000円 

 

   (ア) 住戸

の部分 

建築物の総戸数が1戸の

もの 

3,300円  

    建築物の総戸数が2戸以

上5戸以下のもの 

6,600円  

   

イ 1の

建築物

の申請

の場合 

 建築物の総戸数が6戸以

上10戸以下のもの 

1万1,000

円 

 

     建築物の総戸数が11戸

以上25戸以下のもの 

1万9,000

円 

 

     建築物の総戸数が26戸

以上50戸以下のもの 

3万2,000

円 

 

     建築物の総戸数が51戸

以上100戸以下のもの 

5万8,000

円 

 

     建築物の総戸数が101戸

以上200戸以下のもの 

9万3,000

円 

 

     建築物の総戸数が201戸

以上300戸以下のもの 

12万

2,000円 

 

     建築物の総戸数が301戸

以上のもの 

13万

4,000円 

 

    (イ) 共用

廊下等の部

分 

当該部分の床面積の合

計が300平方メートル以

内のもの 

6,500円  

     当該部分の床面積の合

計が300平方メートルを

超え2,000平方メートル

以内のもの 

1万8,000

円 

 

     当該部分の床面積の合

計が2,000平方メートル

を超え5,000平方メート

ル以内のもの 

5万6,000

円 

 

     当該部分の床面積の合

計が5,000平方メートル

を超え10,000平方メー

トル以内のもの 

8万8,000

円 

 

     当該部分の床面積の合

計が10,000平方メート 

11万

2,000円 

 

  



 
     ルを超え25,000平方メ

ートル以内のもの 

  

     当該部分の床面積の合

計が25,000平方メート

ルを超えるもの 

14万円  

    (ウ) 非住

宅の部分 

 

当該部分の床面積の合

計が300平方メートル以

内のもの 

6,500円  

     当該部分の床面積の合

計が300平方メートルを

超え2,000平方メートル

以内のもの 

1万8,000

円 

 

     当該部分の床面積の合

計が2,000平方メートル

を超え5,000平方メート

ル以内のもの 

5万6,000

円 

 

     当該部分の床面積の合

計が5,000平方メートル

を超え10,000平方メー

トル以内のもの 

8万8,000

円 

 

     当該部分の床面積の合

計が10,000平方メート

ルを超え25,000平方メ

ートル以内のもの 

11万

2,000円 

 

     当該部分の床面積の合

計が25,000平方メート

ルを超えるもの 

14万円  

  建築物の延べ面積が300平方メートル以内のも

の 

6,500円  

  

(3) (1)

及び(2)

以外の

建築物 

建築物の延べ面積が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内のもの 

1万8,000

円 

 

   建築物の延べ面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 

5万6,000

円 

 

   建築物の延べ面積が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 

8万8,000

円 

 

   建築物の延べ面積が10,000平方メートルを超

え25,000平方メートル以内のもの 

11万

2,000円 

 

   建築物の延べ面積が25,000平方メートルを超

えるもの 

14万円  

 (1) 一戸建て住宅 1万8,000

円 

 

 

2 1に定める

以外の場合 

申請戸数が1戸のもの 1万8,000

円 

 

  

(2) 共

同住宅等 

ア 住

戸ごと

の申請

の場合 

1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が2戸以上5戸以下のもの 

3万7,000

円 

 

 



 
        

 

   1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が6戸以上10戸以下のもの 

5万2,000

円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が11戸以上25戸以下のもの 

7万4,000

円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が26戸以上50戸以下のもの 

10万

8,000円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が51戸以上100以下のもの 

15万

9,000円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が101戸以上200戸以下のもの 

22万

1,000円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が201戸以上300戸以下のもの 

29万

1,000円 

 

    1の共同住宅等のうち同時に申請する

戸数が301戸以上のもの 

34万

2,000円 

 

   建築物の総戸数が1戸のも

の 

1万8,000

円 

 

   

イ 1の

建築物

の申請

の場合 

(ア) 住

戸の部分 

建築物の総戸数が2戸以上

5戸以下のもの 

3万7,000

円 

 

     建築物の総戸数が6戸以上

10戸以下のもの 

5万2,000

円 

 

     建築物の総戸数が11戸以

上25戸以下のもの 

7万4,000

円 

 

     建築物の総戸数が26戸以

上50戸以下のもの 

10万

8,000円 

 

     建築物の総戸数が51戸以

上100戸以下のもの 

15万

9,000円 

 

     建築物の総戸数が101戸以

上200戸以下のもの 

22万

1,000円 

 

     建築物の総戸数が201戸以

上300戸以下のもの 

29万

1,000円 

 

     建築物の総戸数が301戸以

上のもの 

34万

2,000円 

 

    (イ) 共

用廊下等

の部分 

当該部分の床面積の合計

が300平方メートル以内の

もの 

5万7,000

円 

 

     当該部分の床面積の合計

が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内の

もの 

9万6,000

円 

 

     当該部分の床面積の合計

が2,000平方メートルを超

え5,000平方メートル以内

のもの 

15万

6,000円 

 

     当該部分の床面積の合計

が5,000平方メートルを超

20万

5,000円 

 



え10,000平方メートル以

内のもの 

     当該部分の床面積の合計

が10,000平方メートルを

超え25,000平方メートル

以内のもの 

24万

7,000円 

 

     当該部分の床面積の合計

が25,000平方メートルを

超えるもの 

29万円  

    (ウ) 非

住宅の部

分 

当該部分の床面積の合計

が300平方メートル以内の

もの 

12万

3,000円 

 

     当該部分の床面積の合計

が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内の

もの 

19万

8,000円 

 

     当該部分の床面積の合計

が2,000平方メートルを超

え5,000平方メートル以内

のもの 

29万円  

     当該部分の床面積の合計

が5,000平方メートルを超

え10,000平方メートル以

内のもの 

36万

1,000円 

 

     当該部分の床面積の合計

が10,000平方メートルを

超え25,000平方メートル

以内のもの 

42万

7,000円 

 

     当該部分の床面積の合計

が25,000平方メートルを

超えるもの 

49万

1,000円 

 

  建築物の延べ面積が300平方メートル以内のも

の 

12万

3,000円 

 

  

(3) (1)

及び(2)

以外の

建築物 

建築物の延べ面積が300平方メートルを超え

2,000平方メートル以内のもの 

19万

8,000円 

 

   建築物の延べ面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以内のもの 

29万円  

   建築物の延べ面積が5,000平方メートルを超え

10,000平方メートル以内のもの 

36万

1,000円 

 

   建築物の延べ面積が10,000平方メートルを超

え25,000平方メートル以内のもの 

42万

7,000円 

 

   建築物の延べ面積が25,000平方メートルを超

えるもの 

49万

1,000円 

 

 

備考 



１ 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料又は低炭素建築物新築等計画

変更認定申請手数料について、共同住宅等の１の建築物の申請の場合の

手数料の額は、住戸の部分の額に共用廊下等の部分及び非住宅の部分の

額を加算した額とする。ただし、共用廊下等の部分又は非住宅の部分が

存在しない場合は、当該部分の額は加算しない。 

２ 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料又は低炭素建築物新築等計画

変更認定申請手数料について、共同住宅等の住戸ごとの申請と１の建築

物の申請を同時にする場合の手数料の額は、１の建築物の申請の場合に

より算出した額とする。 



第２条 足立区事務手数料条例の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「２５０円」を「５００円」に改め、同条第２項中

第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とする。 

別表第１の２の項額の欄中「。ただし、多機能端末機を利用するこ

とによる交付については、１件につき２２０円とする。」を削る。 

   付 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第１条の規定中第６条の改正規定及び別表に１表を加える改

正規定 公布の日 

（２） 第１条の規定中第３条第２項の改正規定（第１号に係る部分

に限る。）及び別表第１の２の項の改正規定 平成２５年６月

１０日 

（３） 第２条の規定 平成２６年４月１日 

 

 （提案理由） 

住民票の写し等の交付手数料を改めるとともに、社会福祉法人の理事

の在任証明手数料等を定める必要があるので、この条例案を提出いたし

ます。 


